
19

日本健康運動看護学会誌　Vol.7, No.1, 2026

活
動
報
告

通所サービス利用高齢者における認知症予防体操の�
長期実施が認知機能および介護度に及ぼす影響

Effects of Long -Term Implementation of a Dementia Prevention 
Exercise Program on Cognitive Function and Care Level among 

Older Adults Using Day -Care Services

1）　四條畷学園大学看護学部

栗山 真由美 1）

抄　録

目　　的：�通所サービスを利用する地域在住高齢者を対象に,認知症予防体操を長期的に実施し,その認知機能
および介護度への影響について検討することを目的とした.

方　　法：�通所サービスを利用する高齢者11名（平均年齢88.3±5.0歳）を対象とした.2017年から2019年に認知症
予防体操（ブロック体操）を継続して実施した.認知機能の評価としてTrail Making Test（TMT）を体
操開始から約2年が経過した2019年に体操実施前後に実施した.また,介護度については2017年と2019
年の要介護認定を比較した.

活動内容：�体操は通所サービスにおける集団活動として,2017年から2019年に週1回,年間約30回の頻度で継続的
に実施した.1回約30分とし,4拍子の音楽に合わせた8カウントの動作を基本とする体操を実施した.

結　　果：�TMT値は体操実施前139.5±17.5秒 ,体操実施後99.0±7.6秒であり,前後比較において有意差がみら
れた （p＝0.005）.また,2017年と2019年の介護度を比較した結果,対象者全員において介護度の変化は
みられなかった.

結　　論：�通所サービス利用高齢者を対象に認知症予防体操を継続的に実施した結果,対象者は2年間にわたり
参加を継続し,介護度は維持されていた.また,2年目に実施した体操前後の比較においてTMT値の変
化がみられた.これらの結果から,通所サービスにおける継続的な介護予防活動の実践可能性が示唆さ
れた.

［キーワード］ 通所サービス　高齢者　認知症予防体操　認知機能　介護度

Ⅰ．はじめに
我が国は世界でも例をみない速度で高齢化が進行

しており,認知症および軽度認知障害（mild cognitive 
impairment：MCI）を含む認知機能低下への対策は,
保健医療・介護分野における喫緊の課題となっている
1,2）.

厚生労働省の調査および将来推計によれば,認知
症高齢者数は年々増加しており,2025年時点において

も増加傾向が続くと推定されている³）.加えて,MCI高
齢者は認知症高齢者数を上回る規模で存在するとさ
れ,両者を合わせた認知機能低下リスクを有する高齢
者は,地域社会において無視できない数に達している1,4）.

MCIは,正常な加齢変化と認知症の中間段階に位
置づけられ,将来的に認知症へ移行するリスクが高い
状態とされている⁵）.地域在住高齢者を対象とした追跡
研究では,MCIを有する者の約25～30％が数年以内

活動報告



20

活
動
報
告

に認知症へ進行したことが報告されており⁶）,正常認知
高齢者と比較して認知症発症リスクが有意に高いこと
が示されている.また,系統的レビューにおいても,MCI
は認知症への進行リスクが高く,年間進行率は4～15％
と報告されている⁷）.一方で,MCIは可逆性を有する段
階でもあり,適切な介入により認知機能の維持や改善,
さらには認知症発症の遅延が期待できることが期待で
きる⁸）.

また,近年MCIおよび認知症予防に対する非薬物
療法として運動介入の有効性が注目されている9,10）.とく
に,地域における介護予防の取り組みとして,自治体や
地域団体が主体となり,地域特性を生かした介護予防
体操やいわゆる「ご当地体操」が全国各地で実施さ
れている.これらの体操は,身体機能の維持・向上だけ
でなく,社会参加や交流の促進を目的としており,地域
包括ケアシステムの推進において重要な役割を担って
いる.

また,通所サービスをはじめとする居宅介護サービスは,
高齢者にとって定期的な運動機会や社会的交流の場
として重要な役割を果たしている.このような場において,
看護職をはじめとする専門職が関与することで,安全
性に配慮した継続的な介護予防プログラムを実施する
ことが可能となる.

しかし,2020年以降の新型コロナウイルス感染症流
行により,高齢者の外出機会や通所サービスの利用が
制限され,運動量の低下や身体・認知機能への影響
が指摘されている11）.これにより,身体活動量の低下の
みならず,認知機能低下やフレイル進行への影響が懸
念されており,感染症流行以前の通常期における介護
予防実践の効果を検証し,その意義を再評価すること
が求められている.

また,運動の実施と認知トレーニングを混合した「デュ
アルタスク」が認知機能に効果があることが報告されて
いる.デュアルタスクとは,運動をしながら計算を行うなど,2
つの課題を同時に遂行することを指す.先行研究では,
認知機能・注意機能の評価に用いられるTrail Mak-
ing Test（以下,TMT）を用いて,地域在住高齢者を
対象にデュアルタスク条件下での歩行運動プログラム
を実施した結果,デュアルタスク群はコントロール群と比
較して注意機能の改善が認められたと報告されている
12）.

さらに,運動機能・認知機能の向上を目的とし,科学

的エビデンスに基づいたスクエアステップエクササイズ（以
下,SSE）が注目されている.SSEは25cm四方の正方
形が4×10個並んだマットを利用して縦方向に進んでい
くトレーニングである.このSSEを主とした運動プログラム
の介入により認知機能が有意に改善されたと報告され
ている13）.さらにSSEを用いた運動介入により認知機能
が有意に改善されたと報告されている14,15）.以上のように,
有酸素運動やデュアルタスクを含む運動介入は,運動
機能および認知機能の向上に寄与することが報告され
ている12,16,17）.

これらの知見を踏まえ,本活動は通所サービスを利
用する地域在住高齢者を対象に,誰もが無理なく取り
組むことができ,かつ認知的要素を柔軟に取り入れるこ
とが可能な介護予防体操として音楽に合わせて8カウン
トを1単位（ブロック）とした認知症予防体操（以下,ブロッ
ク体操）を実施してきた.

そこで今回の活動報告では,新型コロナウイルス感
染症流行以前である2017年から2019年にかけて,通
所サービス利用高齢者を対象に実施した認知症予防
体操を長期的に実施し,その認知機能および介護度
への影響について検討することを目的とした.

Ⅱ．方法
本活動は,通所サービスを利用する地域在住高齢

者を対象に実施された認知症予防体操の実践活動に
ついて,その認知機能および介護度への影響を検討し
た活動報告である.また, 通所サービスにおける実践的
な介護予防活動の経過と結果を整理した後ろ向き観
察研究として位置づけられる.

体操教室のプログラムは2017年から2019年まで継続
して実施した.認知機能の評価については,体操開始
から約2年が経過した2019年の第2回目の教室におい
て,体操実施前後にTMTを実施し,その測定値を分
析対象とした.また,介護度については2017年および
2019年の認定結果を用いて変化を比較した. 
1．ブロック体操内容

本活動で実施した認知症予防体操は「ブロック体操」
と称する体操である.ブロック体操は,4拍子の音楽に合
わせた8カウントの動作を基本単位（ブロック）とし,複数
のブロックを組み合わせて構成する体操である.

ブロック体操は,立位・座位のいずれでも実施可能な
簡単な動作を基本とし,一人,二人,あるいはグループと
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いった多様な実施形態に対応できる点を特徴とする.
また,4拍子の音楽に合わせて身体を動かすことを基

本とし,特定の楽曲に限定されることなく,参加者が親し
みやすい任意の4拍子の音楽や,音楽が使用できない
場合には歌唱に合わせて実施することも可能である.さ
らに,認知症予防や改善に有効とされるデュアルタスク
を取り入れた運動プログラムであり,短期間の介入にお
いて注意機能および遂行機能の向上が示唆されてい
る体操である18,19）.具体的には4拍子を2回繰り返す8カ
ウントの手順で構成された簡単な動作を1つの「ブロック」
とし,複数のブロックを組み合わせて行うプログラムであ
る.ブロックには上肢のみを使用する上肢編,下肢を使
用する下肢編があり,対象者の体力や習熟度に応じて
上肢と下肢を組み合わせたデュアル編へと発展させる
ことができる.

このように,ブロックの選択や組み合わせを自由に変
えることで,身体運動と同時に動作の順序保持や切り
替えを伴う認知的負荷を段階的に調整できる点に特徴
がある.さらに,ブロック体操は音楽以外の用具を必要
とせず,通所サービスや地域活動の現場において導入
しやすい.動作自体は簡単である一方,ブロックの構成
や組み合わせを参加者自身が工夫できるため,単調に
なりにくく,楽しさを伴いながら継続的に実施できる体操
である.
2．体操教室ブログラムの概要（図１）

本活動は,2017年から2019年にかけて通所サービス
利用高齢者を対象に実施した.体操教室は週1回,年
間約30回の頻度で継続的に開催した.1日の流れは,

集合後に健康チェックを行い,その後,4拍子の音楽に
合わせたブロック体操を約30分間実施する内容とし
た.なお,認知機能の評価として, 2年間にわたり体操
教室への参加を継続している11名を対象に2019年に
限りTMTを実施した.体操の実施にあたっては,研究
者および施設スタッフが参加者の動作を確認し,安全
に配慮しながら進行した.なお,本活動は約2年間にわ
たり継続して実施しており,研究者が毎回参加できない
場合もあった.そのため,研究者が不在時においても同
様の内容で実施できるよう,施設スタッフに対して体操
内容の説明を行うとともに,動作方法を解説したDVD
を配布した.さらに,事前に体操の練習を行ったうえで
実施することで,体操内容および進行方法の統一を図っ
た.
3．評価項目

認知機能の評価としてTMTを実施した.TMTの
測定は,体操開始から約2年が経過した2019年に1回
実施した.測定は教室第2回目において,体操実施前
後に行い,その測定値を分析対象とした.TMTとは注
意・遂行機能を評価するのに用いられ,信頼性と妥当
性がすでに明らかにされており,視覚探索・注意機能お
よび遂行機能を評価する簡便な神経心理学的検査で
ある.縦版TMTと鹿島らが作成した横版TMTが日
本国内でも用いられており,これらは注意・遂行機能評
価における信頼性が報告されている20,21）.TMTには
TMT‐AとTMT‐Bの2種類があるが,TMT‐Bは難易
度が高いため高齢対象者には不向きである.本活動で
は,注意の持続性,手の運動と視覚の協調性,遂行機

能などの評価が可能で
あることからTMT‐Aを
使用した.TMT‐Aは,円
がランダムに25個配置さ
れた横A4用紙に,円内
に数字「1－25」が記載
されており,これを「1‐2‐3‐
4」のように数字を順に鉛
筆で線をつなぎ,開始か
ら終了までの時間を測定
した.課題を誤った場合
には測定者が直ちに指
摘し,正しい箇所から再
開させた.測定結果はす図1 体操教室プログラムおよびTMT測定の概要

認知症予防(ブロック)体操(2017年～2019年)
（週1回・約30分/回/年間約30回実施）

①集合・健康チェック
（体調確認・バイタルサイン測定）

②準備（挨拶・軽い体ほぐし）

③体操実施(ブロック体操・約30分）
4拍子の音楽に合わせた体操
上肢/下肢/デュアルタスク動作

④深呼吸などの整理運動にて終了

TMT測定(2019年のみ)
      *教室1回目

測定手順の説明
TMT練習

＊教室2回目(測定実施)
          ①3分間安静

②体操前TMT測定

③ブロック体操30分

④3分間安静

⑤体操後TMT測定

図1　�体操教室プログラムおよびTMT測定の概要
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べて秒単位で表し,TMT値として分析に用い,日本語
版TMTを使用した.教室第1回目に測定手順の説明
および練習を行い,第2回目に実施した測定値を分析
対象とした.TMTの測定はストップウォッチを用いて行い,
測定手順を事前に統一したうえで実施した.測定は,通
所サービス施設に勤務する介護職員および看護職員
が担当した.これらのスタッフに対しては,研究者が作成
した手順書および体操指導用DVDを用いて,測定方
法および記録方法に関する事前説明を行った.また,実
際の測定場面を想定した模擬測定を複数回実施し,
測定開始・終了のタイミング,誤答時の対応,声かけ方
法などについて統一を図った.さらに,研究者立ち会い
のもとで練習を行い,測定手順が適切に実施できること
を確認した後に本測定を実施した.

測定は,まず3分間の安静後に体操実施前のTMT
値を測定した.その後,体操を実施し,体操終了後3分
間の安静を設けた後にTMTを再度実施し,ストップ
ウォッチを用いて測定・記録した.

また,介護度の変化については介護保険認定情報
を用いて比較した.
4．分析方法

統計解析は,TMTの体操実施前後の比較につい
て対応のあるt検定を用いて行い,有意水準は5％未満
とした.統計解析にはMicrosoft Excel（Microsoft365，
日本マイクロソフト株式会社）を使用した.対象者の介
護度については,2017年および2019年の認定結果を用
いて比較した.
5．倫理的配慮

2017年から2019年に実施されたブロック体操の実
践活動を後ろ向きに解析したものである.研究実施にあ

たり,研究対象施設および対象者に研究目的を説明し
調査の目的および主旨を十分に説明し,書面にて同意
を得た.また,明治国際医療大学ヒト研究倫理審査委
員会の承認を得て実施した（承認番号：2019 -025 -1
承認日：2020年2月14日）.

Ⅲ．活動内容
本活動は,通所サービス利用高齢者を対象に2017

年から2019年まで継続して体操教室を実施した.対象
者の平均年齢は2017年時点で88.3±5.0歳で,男性1
名,女性10名であった.介護度は要支援および要介護
に分布おり, 介護度の内訳は,要支援1が1名,要支援
2が9名,要介護２名が1名であった（表1）.対象者11名
は,2年間にわたり体操教室への参加を継続しており,
体操は1回約30分,4拍子の音楽に合わせたブロック体
操を中心に実施した.

2017年と2019年の介護度を比較した結果,対象者
全員において介護度の変化はみられなかった.さらに,
継続して参加した対象者に対し,2019年の第2回目の
体操教室において体操実施前後にTMTを実施し
た.その結果,実施前のTMT値は139.5±17.5秒 ,体
操実施後は99.0±7.6秒であり,前後比較において有意
差がみられた（p＝0.005）（表2）.このことから通所サー
ビスを利用する地域在住高齢者を対象にブロック体操
を長期的に実施し,2019年の第2回目の体操教室時に
単発ではあるが,TMTを評価した結果,体操実施前
後においてTMT値の変化がみられ,注意機能や情
報処理速度の改善が示唆された.

表１　対象者の基本属性（2017年時点）
（n=11） 

項目 値 

対象者数 11 名 

年齢（平均±SD） 88.3±5.0 歳 

性別 男性 1名,女性 10 名 

要支援１ 1 名 

要支援 2 9 名 

要介護 2 1 名 
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Ⅳ．考察
本活動は,通所サービスを利用する地域在住高齢

者を対象にブロック体操を長期的に実施し, 2年間にわ
たり体操教室への参加を継続している11名の認知機
能および介護度の影響について検討した.認知機能
評価として実施したTMTは視覚探索,注意機能およ
び情報処理速度を評価する検査として広く用いられて
いる.一方で,同一検査を繰り返し実施した場合には,
検査への慣れによる練習効果が生じる可能性があるこ
とも指摘されている.そのため,本活動で認められた
TMT値の短縮についても,体操による影響だけでなく,
検査への慣れが結果に影響している可能性は否定で
きない.しかしながら,本活動の対象者は平均年齢88歳
と高齢であり,通所サービスを利用する高齢者であっ
た.通所サービスは単なる運動提供の場ではなく,他者
との交流や役割意識を伴う社会的活動の場としての
側面を有している.社会参加や対人交流の継続は,認
知機能低下や要介護状態の進行を抑制する要因であ
ることが報告されており22）,運動を介した集団活動は,
身体的刺激と社会的刺激の双方を提供する点で重要
な役割を果たすと考えられる.そのような対象者におい
てTMT値の短縮が認められたことは,認知症予防体
操を継続して実施することが注意機能や処理速度の
維持に寄与する可能性を示唆する結果と考えられる.高
齢者を対象とした運動介入では,継続率の低下が課
題とされているが,通所サービスにおいては,看護師を
はじめとする専門職が日常的に健康状態を把握し,体
調や安全面に配慮しながら運動を実施できる体制が
整っている.看護職を含む専門職の関与は,運動継続
を支える要因の一つとされており,先行研究においても
運動プログラムの継続性との関連が報告されている23）.
本研究の結果はこれらの知見と一致していると考えら
れる.

今回実施したブロック体操は,
音楽のテンポや動きの組み合
わせを入れ替えることにより参
加者の習熟度に合わせて難
易度を調節することができ,楽
しみながら飽きずにできる運動
である.さらに,ブロック体操は
一人でもグループでも行うこと
が可能で, 二人以上での実

施の際には,対面や横並びで連結するなど他者との触
れ合いがある.また,難しいブロックや苦手なブロックを
練習する時は初対面同士で教え合うなどコミュニケーショ
ンが生まれるのが特徴である.これらのことから,ブロック
体操は先行研究のSSEと類似した特長を有しており,
ブロック体操を取り入れた健康教室形態が対象者の
運動機能や認知機能に良好な影響を及ぼす可能性
が考えられる.高齢者においては,社会参加や対人交
流が認知機能の維持や低下抑制に関連することが報
告されており24）,運動を介した他者とのかかわりが,認知
機能に好影響を及ぼした可能性が考えられる.

本活動の特徴の一つは,対象者が2年間にわたり体
操を継続できた点である.2017年と2019年の介護度を
比較した結果,対象者全員において介護度の変化は
みられなかった.介護度は一定期間ごとの更新により決
定される制度的評価であり,短期間の機能変化が必ず
しも直ちに反映される指標ではないとされている25）.しか
しながら,平均年齢が高い集団において約2年間にわ
たり介護度の悪化が認められなかったことは,体操を含
む通所サービスでの活動が身体機能および生活機能
の維持に寄与した可能性を示すものと考えられる.

さらに,通所サービスは高齢者にとって定期的な運
動機会だけでなく,他者との交流や社会参加の機会と
しても重要な役割を果たしている.本活動で実施した体
操は音楽に合わせて身体を動かす運動であり,身体活
動に加えて参加者同士の交流や活動参加の機会を
提供するものであった.このような活動の継続は,高齢
者の身体的側面だけでなく心理的・社会的側面にも好
影響を与える可能性がある.したがって,対象者が2年
間継続して参加していたことは,通所サービスにおける
介護予防活動の実践可能性を示す重要な成果である
と考えられる.

一方で,本活動にはいくつかの限界がある.第一に,

表２　2019年第2回目体操教室における体操実施前後のTMT変化（n＝11）表表 22 2019 年第 2回目体操教室における体操実施前後の TMT 変化（n＝11） 

項目  体操実施前 体操実施後 p 値 

TMT 値（秒） 139.5 ± 17.5 99.0 ± 7.6   0.005 

 
※ 値は平均±標準偏差で示す。 

※ TMT：Trail Making Test 

※前後比較には対応のある t 検定を用いた 

 
 



24

活
動
報
告

対象者数が11名と少数であったこと,第二に単一施設
で実施された活動であること,第三に認知機能評価が
TMT-Aのみであったことである.特に認知機能評価
を2019年の1時点における体操前後の比較として実施
しているため,長期的変化を経時的に評価していない
点が限界として挙げられる.今後は対象者数を増やし,
複数の認知機能評価指標を用いた検討や長期的な
追跡調査を行う必要がある.

以上の結果から,通所サービスにおける認知症予防
体操の継続的な実施は,地域在住高齢者の認知機能
および生活機能の維持に寄与する可能性が示唆され
た.

Ⅴ．おわりに
通所サービス利用高齢者を対象に認知症予防体操

を継続的に実施した結果,対象者は2年間にわたり参
加を継続し,介護度は維持されていた.また,2年目に実
施した体操前後の比較においてTMT値の変化がみ
られた.本活動は対象者数が少ないなどの限界がある
ものの,通所サービスにおける継続的な介護予防活動
の実践可能性を示すものと考えられる.
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